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r人口滅少下における雇用t労働政策助課題J仁要旨2p
-すべて助人が自律的に働くことができ.安心して生活できる社会を目指して-

魯 取りまとめの趣旨
0今後の人口減少時代に直面する経済社会の変化に的確に対応した雇用.労働
政策が求められる.このような認識のもと- 2030年までの我が国将来の姿を

展望した上で1今後10年程度の間を対象とした政策の方向性につVlて検討

魯 構成
第工部 現状と展望
序章.人ロ減少社会dl到来
0合計特殊出生率が2064年時点で1. 29にまで低下

0団塊の世代は今後1 2007年に60.歳代に到達し, 2015年には65歳を上回り-

.さらに, 2022年以降には75歳以上の後期高齢期に

0総人口は20.07年に娃減少に転ずる見通し

夏享享二亘垂巨垂垂垂頑
くり 雇用失薫情勢の概観
O-我が国の雇用失業情勢は1全般的には改善
0若年層における高い央業率,ラリ-タ-.ニ-トの増加
0低い有効求人倍率等高齢者を巡る厳しい雇用環境
0若年.高齢層を中心とした労働力率の低下
0パ-ト 派遣1有期雇用等1 r正社員J以外の形態で働く者の増加
0労働時間の二極化l所待格差の拡大
0地域における雇用情勢の改善の遅れ

亡21.労働市場をめぐる環境の変化
く勤ー 軽済-.産業面の変化

0中国をはじめとしたアジアにおける国際分業や経済連携の進展に対応した摩
業の高付加価値化の必要性の増大

,o高齢化,共働き.単身世帯の増加l企業のアウトソ-シングの進展等による
サ-ビス産業の拡大

0通信の高速化.大容量化等の情報技術を時じめとした技術革新の進展
0琴制改革に伴う新たな産業の拡大や起業,新規参入の増加

t2l-,-傘菓行琴と傘筆の人材政策の変化
O.顛帝成長率ゐ低下による先行ぎに対する不安感が高まるヰで短期的利益を童
視する纏営姿勢の強まり

O r正社員J比率の低下,外部人材の括用の増加
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